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前橋労働基準監督署 前橋市大手町１－１－３  Tel  027-232-3600   

 ● 23年6月中に当署管内3地区で

開催された安全週間説明会に出席

した企業の安全衛生担当者等

235 人に無記名のアンケート調

査を実施し、2３１人（男性 212

人、女性 1９人：回収率 98.3％）

の方から回答を頂きました。 

前前橋橋監監督督署署かかららののおお知知ららせせ  
 2011.9.8 発行 

約９割で分煙等の受動喫煙防止対策を実施済み 男性の喫煙者率は、6年間で約 13％減の 35.8％に 

  0% 1～24% 25～49% 50～74% 75%以上 不明、未把握 計 

事業所数 6 81 104 28 8 4 231 

割合（％） 2.6 35.1 45.0 12.1 3.5 1.7 100 

 

職場の喫煙者率は、25～49％が最多。50％以上も約 17％ 

注…休業４日以上の災害(通勤災害分を除く)で、平成２３年８月３１日までに、当署に提

出された労働者死傷病報告を集計（累計） 

(男性)212人 

％ 

分煙等を実施済み 

 

 

喫煙者率 

第第第５５５号号号   

平成 17年 

平成 23年 

１９０人中 

８２.１％（156人） 

 

 

 

２３１人中 

８６.６％（200人） 

 

 

 

男性の喫煙者率

は、前回（平成 17年）

の調査時から 12.7％

減の 35.8％に。 

平成 22 年のＪＴ

の調査で、全国平均

が 36.6％でしたの

で、やや低いという

結果でした。 

何等かの受動喫

煙防止対策を実施

しているとの回答

が、平成 17年の調

査時に比べ約 5％

増加し、本年では

86.6％に達しまし

た。残る１割強に

ついても、今後対

策が望まれます。 

 

 

 

未実施 

 

 

全員（男女計２３１人）の中で、公共施設等での

喫煙規制拡大の動きに対し、明確に「反対」と答

えたのは、わずか１８人（7.8％）のみでした。 

 

 

 (男性)169人 

da 

平成２３年（８月末現在）分 

前橋署管内 労働災害発生状況（累計） 
 

5%

2%

14%

38%

41%

ある程度

余り気にならない

大いに気になる

全く気にならない

どちらとも言えない

放射性物質の数値等が「大いに気に

なる」と答えた人は、１４％ 

 

88人 

33人 
93人 

全く気にならない 

  5％（13人） 

どちらとも言えない 

2％（4人） 
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健診結果は、９割以上で良好にフォロー 

ある程度良好

47.5％（85人） 
 

 

か な り 良 好

46.9％（84人） 
 

 

利用できない 

 

 

約２割（21％）が、パワハラ等がある（あった）と回答 

職場で健診結果のフォローがきちんとされているかお

聞きしたところ、９４.４％が「良好」とのことでした。 

 

 

 

 

 定期健診に人間ドック

が利用できるかお聞きし

たところ、６割で「利用

可」とのことでした。 

人間ドック受診者の有

所見率は、9１.６％（平

成 22 年）に達している

ため、職場の有所見率を

押し上げる一因となって

いる可能性があります。 

 

 

 

 

人間ドックは、６割以上で利用可 

 

全くされていない等  1.３％（3人） 

どちらとも言えない １.7％（４人） 

 

 

利用できる 

 

 

５８人 

ない 

 

 １２５人 
どちらとも

言えない 

 

 

ある 

 

 

４８人 

 近年、局・署の相談コーナーに寄せられる相談の

中で、職場のパワハラ、いじめ、嫌がらせに関する

ものが増えています。 

また、精神（メンタルヘルス）事案に係る労災請

求も増えており、中でも、パワハラ、人間関係等を

原因とするものが急増しています。 

 厚労省では、深刻化する問題に対応するため、

公・労・使等からなる円卓会議やワーキング・グル

ープを設置し、来年３月を目途に防止のための提言

を作成することとしています。 

 

 

 

多くの事業場（５２.４％）で、複数の対策を実施。 

「特に実施せず」は約１５％に留まった 
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昨年の夏、職場で講

じた「熱中症対策」

を回答（複数）して

いただきました。 

 

水やスポーツ飲料の支給 

塩アメや梅干の支給 

服装や装備等の見直し 

職場巡視の実施 

研修や教育の実施 

その他 

特に実施せず 

特未記入 

人 

２３１人中、約 3割の人が「熱中

症の事例があった」と回答 

昨年の夏、職場や家庭など、身

近なところで熱中症の事例が

あったかお聞きしました。 

 

熱中症あり 

７１人 31%

69%

熱中症なし 

160人 

熱中症あり 

７１人 

（未記入） 

８９人 １３９人 


